第４章　災害時要援護者への対応

１．ボランティアセンターに求められるもの

２．要援護者への対応について
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（１）災害時要援護者とは　　　　　　　　　　　　　　　　　　
高齢者や障害者、乳幼児、傷病者、外国人など、災害に直面した場合や、災害から身を守る段階などで、避難するなどの安全確保や、被災復旧作業や避難生活に対処する能力が弱く、特別の支援を必要とします。この様に、災害に対して、自ら身を守ることが困難な方を災害時要援護者といいます。

（２）要援護者の特性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
それぞれの主だった特性や課題点は以下のようになります。

	高齢者
	単に高齢だけでは要援護者とはならない。体力の衰えや認知症など、高齢から生じた障害がある者をいいます。対応能力・判断能力に問題があります。

	乳幼児
	乳児に対しては完全な支援が必要です。幼児に関しては、危険を認知することが困難です。対応能力・判断能力に問題があります。

	外国人
	言葉（日本語）が理解できない場合に、情報伝達に障害が生じます。危険認知、情報認知に問題があります。

	障害者　　視覚障害
	判断能力には問題なく、音声による情報伝達が主となります。避難などの対応能力はある程度までは対応できるが、被災後の生活に大きな支障が生じる。

	聴覚障害
	ＴＶやメールなど文字・映像による情報が主となる。判断能力、避難などの対応能力に関しては問題が少ないが、避難所生活などでの情報伝達に問題が生じる。

	内部障害
	障害の種類・程度などで特性は違ってくるが、何らかの医学的対応が必要となる。個別対応策が必要。

	肢体障害
	判断能力・情報伝達には問題は少ないが、対応能力は非常に弱い。行動に対しての支援が必要となる。

	知的障害
	危険を認知する能力、判断する能力が弱い。ある程度の対応能力はあります。

	精神障害
	障害の種類や程度で特性は違ってきます。危険認知能力や、判断能力に問題が生じます。また、対人関係などの対応能力に問題が出る場合があります。

	その他
	妊婦や傷病者など、医療的対応が必要な者。早期の医療体制が必要となる。主に対応能力に問題が生じる。
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（１）要援護者への対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
急速な高齢化が進むなか、平成１６年中に発生した災害では、犠牲者の９０％近くは災害時要援護者（主に高齢者）であり、要援護者対策が大きな課題となっています。
要援護者によって求められる対応は違ってくるため、一応に何が必要化は述べることが出来ません。しかし、完全に支援を必要とする乳児などの場合を除き、ある程度の対応能力がある場合は、持てる力を発揮し、自ら災害の備える、立ち向かう意思が必要となります。特に発災直後は、行政など第３者からの支援は非常に困難であり、自分の力で生き残る、生き延びる備え、行動（自助力）が大切です。
そのため、要援護者への対応を考える場合、一人一人が自力で対応できるようになるための環境を整える支援が、最も必要な支援と考えます。そして、自力では対応が困難な課題に対し、行政やボランティアなどの第三者の援護策が必要となります。
[image: image3.emf]要援護者
[image: image4.jpg]Z/l 9pm

\
'\
=
3

2004/ 7/20

!
N





[image: image5.jpg]



[image: image6.jpg]



[image: image7.jpg]



[image: image8.jpg]



（２）ボランティアに求められることとは　　　　　　　　　　　
被災後は、その地域で循環していた福祉システムが崩壊または弱体化してしまい、要援護者は著しく困難な状態に置かれます。その中で、私たちボランティアに求められることとは、次のように分類されます。

要援護者への直接的支援　　　　
安否確認や避難生活支援など、災害により生じた困難な事への直接的な支援活動です。日常的に障害者支援や高齢者支援などを行っている団体で活動している者や、専門的能力を持っている者を中心に活動します。避難所が解散されたり、日常的に支援活動を行う団体などに引き継げる段階で活動は終了となります。
福祉システムへの支援　　　　　　　

被災地内で、日常的に活動をしていた高齢者介護団体や障害者支援団体などが、被災により活動が停止または弱体化した場合に、それら団体に対し支援を行う。一定の専門能力が必要になる場合が多い。
新たな福祉システムの構築

被災地内に、継続的に支援を行う団体などの存在が無く、支援活動の引継ぎが困難な場合、新たな支援団体の設立などの福祉システムの構築を行い、支援が継続できるようにする。
（３）関係機関との連携　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
要援護者を支援する場合、その地域で日常的に支援活動を展開している団体や、機関などと連携協力して取り組むことが大切です。

自治会、民生委員・児童委員、自主防災組織等の地域を基盤とした団体や、行政をはじめとして、社会福祉協議会や赤十字社など広域的に支援活動を展開している団体・機関、授産施設や介護保険事業所などの民間組織など、様々な団体機関が日常的に支援活動を展開しています。これら団体の特性や活動内容などをよく理解し、有効な連携が出来る様にしなければなりません。
第５章　行政や地域との協働
1. 協働の考え方

2. 災害時の協働

3. 平常時の協働
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（１）協働とは　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
同一の目的実現のために、組織の形態も主体も違うもの同士が、それぞれの組織の特性や個性などを互いに尊重し合い、目的達成のための責任を共有し、共に協力して実現へ向けて活動を展開することを「協働」といいます。間違った解釈で、「一緒にする」＝「協働」ということがありますが、これはあまり正しくはありません。同じ目的に向かうことであって、必ず一緒にしなくても構いません。
同一の目的がある
お互いの組織の特性を尊重する
目的達成のための責任を共有する
行政が単独で充分に目的が達成されている場合は、協働は必要ありません。しかし、価値観や生活形態が多様化している現代社会において、これまでのような事業実施の形態では、充分に目的を達成することは難しくなっています。特に災害時においては、様々なニーズや課題が一気に噴出し、その対応は非常に困難なものとなります。

その為に、目的型組織で専門組織であるＮＰＯ等の市民団体や、ボランティアセンターなどの市民組織と連携することで、多様な活動方法などを実現することができるようになり、大きな効果を狙うことができるようになります。
市民組織やＮＰＯにとっても、行政と協働することにより本来の目的を実現することになるため、決して行政を補完する、または下請的な活動とはなりません。
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（２）福井県災害ボランティア推進条例での協働の定義　　　　　　　　　
福井県が平成１７年に制定した「福井県災害ボランティア推進条例」は、この協働の理念に基づいて策定されています。（福井県災害ボランティア推進条例　前文参照）
福井県では、ナホトカ重油流出事故を契機に、協働での災害ボランティア活動推進を検討してきました。そして、訓練や研修を重ねていました。そして、平成１６年の福井豪雨災害において、その効果が発揮され、内外から高い評価を得ることが出来ました。その評価を後世に繋げていくために、条例において協働の必要性を定めたのです。
（１）行政とボランティアの特性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■災害時の活動範囲　
行政関係　　行政に性質上、「公正・公平の原則」での活動となります。その為、個人の資産の保全に関する支援や、特定の対象者への支援は難しく、全体的な要求などへの対応など、マスケア的な支援活動となります。
ボランティア　あくまでも任意の活動であるため、原則的には法律に触れない範囲で活動可能となります。ある程度の「公正・公平」も求められますが、絶対の条件とはなりません。その為、私的財産へ対しての活動も可能で、特定の者に対する活動も可能となります。

	
	ライフライン
	生活の場
	産業

	行政
	◎
	△
	○

	ボランティア
	△
	◎
	○


　　　　　　　　◎＝主体的に対応が必要　　○＝状況に応じて必要　△＝介入が難しい
平成１６年　福井豪雨災害時の福井県災害対策本部会議


行政とボランティアが協働で　災害対策を検討しています

（２）協働のあり方　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
災害復旧を考えた場合、被災者が生活を営む場の復旧と、生活に必要となる道路や電気、水道などのライフラインの復旧、この２点が最も大切な復旧用件となります。そこで、上記の特性からも解るように、行政とボランティアが協働することで、災害からの復旧全般において効果を生み出すことが可能となります。
また協働の対象は、行政やボランティアだけではありません。大学や企業、医療関係など、目的達成のために必要となる、様々な団体・機関が、協働の対象となります。ただ、最も大きな協働が行政とボランティアということになるのです。

具体的な協働の形態に関しては、その災害によって変化するため述べる事は出来ません。しかし、被災者救済を考えた場合、最も効果的な体制であることは、過去の実績からも間違いありません。その災害の状況に応じて、どのような支援能力が必要なのか見極め、必要となる機関との協働を、積極的に展開することが大切です。




（１）信頼関係を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
協働の基本的概念に、同一の目的がある　お互いの組織の特性を尊重する
目的達成のための責任を共有する　とあります。しかし、災害が起きた直後の混乱時に、この関係のもとで活動をすることは困難です。平常時に、お互いの特性を理解し、尊重し合える「信頼関係」を築くことが重要です。

遺跡の復旧作業をするボランティア　　　　遺跡復旧ボランティアセンター
※福井豪雨災害時、被災した朝倉氏遺跡を協働で復旧しました
（２）災害時の対応を円滑にするための　　　　　　　　　　　　
災害が発生した場合、行政は何をするのか、何が出来るのか。ボランティアは何をするのか、何が出来るのか。お互い協力して何をしなければならないのか。どの様に協力関係を築くのか。などを、研修や訓練を通して理解しあう必要があります。
○調査・研究　　

過去に発生した災害での取り組みや、他地域での取り組みなどを調べ、どの様な協働の形態が効果的なのかを調査・研究します。また、研修や訓練方法なども調査・研究することが大切です。
　　　○研修・訓練
調査・研究などで得た協働のあり方などを、実戦に活かせるよう研修や訓練を積み重ねることが大切です。協働の対象となる組織に呼びかけ、常に対等な関係で実施することが大切です。
これらの取り組みに、より多くの人々に参加を促し、協働の考えを理解を広げると共に、より多くの人や機関、関係団体などに、災害時の対応についての知識を広げていかなくてはなりません。
第６章　平常時の活動のあり方

１．コーディネーター養成（人材育成）

２．多様なネットワークの形成

３．その他
（１）条例において　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
福井県災害ボランティア推進条例第８条（普及啓発）および第９条（人材の育成）に、次のように規定されています。
第８条（普及啓発）

県は、県民が災害ボランティア活動についての理解を深め、および災害ボランティア活動の積極的に行う意欲を高めるため、広報活動および研修の機会の充実その他の必要な処置を適切に講ずるよう努めるものとする。
第９条（人材育成）

県は、災害ボランティア活動が被災者の要請に迅速かつ的確に対応したものとなるよう、災害ボランティア活動に関する専門的知識を有する人材の育成に努めるものとする。

以上のように、県は災害ボランティアの育成に努めなければなりません。しかし、前章で述べたように、この研修なども協働での取組が重要となります。
（２）多様なネットワークの形成　　　　　　　　　　　　　　　
福井県では、ロシアタンカー重油流出事故の後、様々な災害ボランティアに対する取り組みを実施してきました。その一つとして、「福井県災害ボランティアセンター連絡会」の設置があります。
１９９７年に起きたロシアタンカー油流出事故災害では、県外から支援に駆けつけていただいた様々な団体から、災害ボランティアセンターの立上げや運営ノウハウの提供を受け、地元の社会福祉協議会や青年会議所などが中心となって、ボランティアセンターを運営してきました。当時福井県内には、災害ボランティア活動に対応できる人材がいなかったからです。

重油災害ボランティア活動終了後に、再び福井県内でボランティアの力を要するような災害が発生した場合、県内の人材でボランティアセンターが運営できるよう、人材（コーディネーター）の育成と、県内の民間団体で構成するネットワークの形成が必要との認識になり、１９９９年「福井県災害ボランティアセンター連絡会」は誕生しました。
　

　　福井県災害ボランティアセンター連絡会の構成団体一覧

	団　　体　　名

	環境ふくい推進協議会
	福井県生活協同組合連合会

	社団法人　日本青年会議所ふくいブロック協議会
	福井県壮年団連絡協議会

	日本赤十字社福井県支部
	福井県レクレーション協会

	日本労働組合総連合会福井県支部
	福井県連合青年団

	福井県企業等ボランティア・社会貢献連絡会
	福井県連合婦人会

	福井県国際交流協会
	財団法人　福井県老人クラブ連合会

	福井県山岳連盟
	ＮＰＯ法人　ふくい災害ボランティアネット

	社会福祉法人　福井県社会福祉協議会
	


（３）研修の目的　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害時のボランティアセンターには、被災者などから様々な依頼や相談が寄せられてきます。また、短期間に大勢の人員が動くために様々な問題も生じてきます。その為に、ボランティアコーディネーターには、様々な能力や知識が求められます。

研修では、ボランティアとしての基礎的な知識から、センター運営の基本を確実に習得し、広域センター（県域）の設置運営、災害関連法なども含めて研修し、総合的にコーディネーターとして必要な人材を育成することを目的に開催します。

	役　　割
	人　数
	判断・責任
	専門知識

	駈けつけボランティア
	多い
	非常に少ない
	ほぼ不要

	センタースタッフ
	多い
	まあ少ない
	ある程度

	グループリーダー
	10名以上
	少ない
	ある程度

	部門責任者
	３~８名
	多い
	絶対必要

	センター責任者
	１～２名
	非常に多い
	


研修コンセプト　「自ら参加し、自ら考える」

災害の種類や規模などにより、ボランティア対応は変化しますが、研修ではセンター運営で求められる、どの様な災害時にも適用される絶対的事項に焦点を当てます。

研修方法としては、基礎的講義のあとワークショップやシミュレーションなど、参加体験型の研修を中心とし、「自ら参加し、自ら考える」内容とします。


	時　間
	項　　　目
	内　　　容

	１３：３０
	開会式
	

	
	オリエンテーション
	

	１３：３５
	研修１　解説

「災害ボランティアとは」
	災害ボランティアに関する基礎を研修します。

	１４：００
	研修２　ワークショップ

「ボラセンの目的と組織」
	ボラセンの目的を考え、どのような組織が必要なのかを考えます。

	１４：３０
	休憩
	

	１４：４０
	研修３　シミュレーション「やってみよう！ボラセン立ち上げ」
	仮想ボラセンを参加者で立ち上げ、運営をしてみます。

	１６：００
	まとめ
	参加者の感想や質問などを受け、研修のまとめをします。

	１６：３０
	終　了
	



	時　間
	項　　　目
	内　　　容

	９：３０
	開会式
	

	
	オリエンテーション
	

	９：４５
	研修１　解説
「災害ボランティアとは」
	災害ボランティアに関する基礎を研修します。

	１１：００
	研修２　開設

「ボラセンの役割とは」
	ボランティアセンターの目的や役割、注意点などを研修

	１２：００
	休憩
	

	１３：００
	研修２　ワークショップ

「ボラセンの目的と組織」
	ボラセンの目的を考え、どのような組織が必要なのかを考えます。

	１４：１５
	研修３　シミュレーション

「やってみよう！ボラセン立ち上げ」
	仮想ボラセンを参加者で立ち上げ、運営をしてみます。

	１６：００
	まとめ
	参加者の感想や質問などを受け、研修のまとめをします。

	１６：３０
	終　了
	



	
	第1日目
	第2日目

	９：３０
	開会式

ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ
	講義５　　ニーズをつかめ

～被災者と向き合うこととは～



	９：４０
	講義1　ボランティアとは
～概念など基礎～


	

	
	
	

	１０：１０
	講義２

災害とボランティア

～災害の基本知識とボランティアの関係について～
	ワークショップ

ニーズをつかむ方法は

～どうニーズをつかむのか～



	１１：１０
	講義３

センターのしくみ

～なぜ必要なのか～


	講義６

マッチングと書類の流れ

～実務を確実に把握しよう～



	１２：００
	昼食・休憩
	昼食・休憩

	１３：００
	シミュレーション１

ボラセンを立ててみよう！

～組織をつくれ、動かせ、確かめろ～


	シミュレーション２

リベンジ！　　　最高のボラセンを立ててみよう！

～ボラセンの基本機能は本当に動くのか！じっくりチェック！！～



	１４：００
	
	

	１５：００
	
	

	
	
	講義７

広域支援センターの必要性！

現地センターを支援する機能とは

	１５：４５
	講義４

ボランティア保険
	

	１６：３０
	終了
	終了


第７章　制度や法律との関係

１．災害時の行政などの役割

２．諸制度とボランティアのかかわり

 
災害発生時、一次的に対応するのは、平常時から住民の接点の多い市町村が中心となります。都道府県も一次的に対応しなくてはならない事項もありますが、多くはそれら市町村にバックアップ的活動となり、国なども同じように都道府県をバックアップする役割となります。
災害対策基本法により規定されている市町村、都道府県、国の責務と権限

	
	市町村
	都道府県
	国

	責務
	・災害に関する情報の収集及び伝達

・災害の状況及びこれに炊いて執られた措置の概要の報告

・災害に関する予報又は刑法の伝達

・消防機関、水防団に対する出動準備、出動命令

・災害の発生防御・拡大防止に必要な応急措置の実施

・他の市町村からの応急措置実施の応援要求に応える義務


	・災害に関する情報の収集及び伝達

・災害の状況及びこれに炊いて執られた措置の概要の報告

・災害に関する予報又は刑法の伝達

・他の市町村からの応急措置実施の応援要求に受ける義務

・災害の発生防御・拡大防止に必要な応急措置の実施

・市町村の実施する応急措置が的確かつ円滑に行われるための調整

・関係機関（各省庁等）に対して応急措置の実施の要請

市町村が事務を行うことが出来なったときの応急措置の代行

・他の都道府県知事からの応急措置実施の応援要求に応える義務
	・都道府県及び市町村からの要請に基づく職員の派遣義務

・災害応急対策の実施

・国有財産の無償貸付



	権限
	・災害対策本部及び現地災害対策本部の設置

・地方支分部局や指定公共機関に対する職員の派遣要請

・通信設備の優先利用、警察消防無線の使用

・放送事業者等に対し災害に関する放送を行うことを要求

・災害を拡大するおそれのある設備、物件の除去、保安その他必要な措置の指示

・非難のための立ち退きの勧告、指示

・警戒区域の設定による立ち入りの制限・禁止・収用

・応急措置の実施の支障となる工作物の除去

・住民等に対する応急措置業務への従事命令

・他の市町村長に対する応援の要請

・都道府県知事に対する応援の要請又は応急措置実施の要請

・都道府県知事に対する自衛隊災害派遣の要請の要求

・防衛庁長官に対する災害状況の通知

・公有財産の無償貸付
	・災害対策本部及び現地災害対策本部の設置

・都道府県警察及び都道府県教育委員会に対する指示

・国、地方支分部局や指定公共機関に対する職員の派遣要請

・国に対する国や地方支分部局等の職員のあっせんの要求

・通信設備の優先利用、警察消防無線の使用

・放送事業者等に対し災害に関する放送を行うことを要求

・国や地方支分部局等に対する応急措置の実施の要請

・従事命令、協力命令、保管命令

・市町村長に対する応急措置の実施について必要な指示

・市町村長に対する他の市町村を応援すべきことの指示

・他の都道府県知事等に対する応援の要求

・自衛隊に対する災害派遣要請

・公有財産の無償貸付
	・非常災害対策本部及び現地災害対策本部の設置

・緊急災害対策本部及び現地災害対策本部の設置

・非常災害対策本部長による地方公共団体の長への指示

・指定行政機関の長等による災害応急対策上の要請・指示

・国有財産の無償貸付

※消防庁による災害時における国と地方、地方相互間の連絡

※消防庁長官による消防応援のための必要な措置の要求





（１）災害救助法において　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ボランティアと法令の関わりは、災害救助法が最も関わりの強い法律となります。

第１条（この法律の目的）

　この法律は、災害に際して、国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に、応急的に、必要な救助を行い、災害にかかった者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目的とする。

この条文により、「ボランティア（その他団体及び国民）も協力して応急的に必要な救助を行う」と、なっています。その救助とは以下のように定められています。


第２３条（救助の種類）

救助の種類は、次のとおりとする。

１　収容施設の供与

２　炊出しその他生活必需品の給与及び飲料水の供給

３　被服、寝具その他生活必需品の給与または貸与

４　医療及び助産

５　災害にかかった者の救出

６　災害にかかった住宅の応急修理

７　生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与
８　学用品の給与

９　埋葬

10前各号に規定するもののほか、政令で定めるもの

このように、災害ボランティア活動は正に災害救助法に則った活動です。この他、災害対策基本法、激甚災害法、被災者生活再建支援法、被災市街地復興特別措置法など、多くの法令が関係してきます。
（２）地域防災計画によって　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

更に、各都道府県において地域防災計画（条例）や関係する条例・計画などにおいて、より具体的に災害に関してのボランティア体制について定めてあります。福井県地域防災計画でも、自然災害などの事態に対しての、災害ボランティアについて次のように定めています。

福井県地域防災計画　本編

第２０節 ボランティア育成・確保計画
ボランティア活動への意識啓発を行うことにより、ボランティアを育成するとともに、既存ボランティアの活用を推進する。
第１ 災害ボランティアの育成
（１）ボランティア意識の啓発
県は、災害時にさまざまな支援活動を行うボランティアの育成を図るため、ボランティア登録制度の普及啓発に努めるとともに、個人や団体に対しパソコン通信や各種の広報媒体等による情報提供に努めるほか、学生や企業、各種団体等に対し啓発活動を行う。
また、「防災とボランティアの日」、「防災とボランティア週間」において啓発行事を実施し、ボランティア活動の普及に努める。
（２）ボランティア活動希望者に対する研修会等の開催
県は、災害時のボランティア活動に必要な知識、技能等についての研修会等を開催する。
第２ 災害ボランティアセンターの設置等についての支援
県は、福井県社会福祉協議会等の県域団体で構成する「福井県災害ボランティア連絡会」を設置し、災害時において、あらゆるボランティアの参加を想定した、災害ボランティアセンターの組織体制の構築等の支援について検討を行う。
第３ 既存ボランティアの活用
県および市町村は、災害ボランティアの確保とボランティア活動への参加を促進するため、既存のボランティアの活用を図り、広報や普及啓発活動に努める。
第４ コーディネーター等の養成
県および市町村は、ボランティア活動のコーディネーターやリーダー等の養成を図る。
第５ 災害ボランティアの活動・広域応援（派遣、受入）体制の整備
災害時にボランティア活動が円滑に実施されるよう、ボランティア主導による組織体制を整備するとともに、他地域との連携についても検討を行う。
（１）ボランティア活動に対する支援
災害時のボランティア活動を円滑化するため、地域防災基地等の一部を提供し、活動の支援を行う。
（２）広域応援体制
災害時のボランティア活動を円滑化するため、隣接・ブロック府県や市町村相互のボランティアによる広域的な応援体制について検討する。
第１６節 ボランティア受入計画
災害時においてボランティア活動が円滑に行われるようボランティア活動環境を整備する。
第１ ボランティアの受入体制
（１）県
災害対策本部にボランティア部門を設け、福井県社会福祉協議会等既存のボランティア推進団体が中核となる災害ボランティアセンター等と連携を取りながら、ニーズに応じたボランティアの調整・あっせんを行う。
（２）市町村
ボランティア活動への参加希望や避難所等における必要な義務や人数等のボランティアニーズを把握し、県災害対策本部と連携して情報提供を行う。
第２ ボランティアの活動体制および活動拠点
県および市町村はあらかじめ必要なボランティアの活動内容等について情報提供を行い、ボランティアが活動に参加しやすい組織体制づくりを行うとともに、必要に応じ地域防災基地等をボランティアの活動拠点に提供するなどの支援を行う。
（３）福井県国民保護計画において　　　　　　　　　　　　　　
福井県では、武力攻撃災害が起きた場合のボランティア活動について、次のように定めています。この場合は自然災害などと違い、活動開始の条件として「武力攻撃が終了した段階で」が付されています。自然災害の場合にはこの様な条件は付されていません。

福井県国民保護計画

第７節 ボランティア活動への支援
「武力攻撃」が終了した段階での救援活動や復旧活動においては、自発的な意思による活動であることや安全が確保されていることに十分配慮するとともに、平常時からボランティア活動に関する研修、資機材の整備、ボランティア活動体制の整備等の支援を行うことにより、円滑なボランティア活動の実施を図る。
第１ ボランティアの活動内容
「武力攻撃」が終了した段階での救援活動や復旧時において想定されるボランティア活動は、次のとおりである。
１ 一般的な活動
（１）安全が確保された避難施設における救援物資等の搬送および整理
（２）「避難住民等」の生活援助
（３）炊き出し等の食事サービス
（４）「災害時要援護者」への支援活動
（５）被災地の「武力攻撃」終了後における被災住宅の後片付け等
２ 専門的な活動
（１）外国語通訳
（２）点字、朗読、手話通訳および要約筆記
（３）介護
（４）通信
（５）ボランティアのコーディネート等
第２ ボランティア活動への支援および広域応援体制の整備（法４関係）
１ ボランティア意識の醸成
県は、さまざまな活動を行うボランティアの育成を図るため、福井県災害時ボランティア登録制度を広報し、その普及に努めるとともに、県民に対し電子メールその他の各種広報媒体による情報提供を行う。
２ ボランティア活動への支援
県は、福井県災害ボランティア活動基金を活用し、活動に必要な知識、技能等についての研修会等の開催、コーディネーター、リーダー等の養成、資機材等の整備を図る。また、必要に応じ、地域防災基地の一部をボランティアの活動拠点に提供するなどの支援を行う。
第５節 ボランティアの受入体制の整備
第１ ボランティアの活動内容
「武力攻撃」が終了した段階での救援活動や復旧時において、想定されるボランティア活動は、次のとおりである。
１ 安全が確保された避難施設における救援物資等の搬送や整理、「避難住民等」の生活援助、炊き出しなどの食事サービス、「災害時要援護者」への支援活動等
２ 被災地の「武力攻撃」終了後における被災住宅の後片付け等
３ 専門的知識や技能を使った介護等の活動
第２ ボランティアの受入体制（法４③関係）
１ 県の支援
県は、災害ボランティア活動を広域的かつ総合的に支援することができると認める団体に対し、災害ボランティアの活動拠点となる福井県災害ボランティア本部（以下「災害ボランティア本部」という。）の設置要請を行うとともに、福井県災害ボランティア活動基金を活用し、災害ボランティア活動の支援を行う。
また、対策本部にボランティア部門を設け、災害ボランティアセンターと連携を図るとともに、市町村と情報交換を行い、被災地におけるボランティアニーズの把握を行う。
２ 市町村の支援
市町村は、避難施設、救援物資集積所等から情報収集し、ボランティアニーズの把握を行うものとする。また、当該ニーズに応じて災害ボランティア本部にボランティアの要請を行うとともに、市町村ボランティアセンターの設置および活動の支援を行うものとする。
第３ ボランティアの活動体制および活動拠点
県は、市町村と連携し、第２で把握したボランティアニーズについて、あらかじめ災害ボランティア本部に情報提供を行い、ボランティアが活動に参加しやすい体制づくりを行う。また、必要に応じ、地域防災基地の一部をボランティアの活動拠点に提供するなどの支援「武力攻撃」が終了した段階での救援活動や復旧活動におけるボランティア活動は、自発的な意思による活動であることに十分配慮して、安全が確保された場所に限定して行うとともに、受入体制を整備し、ボランティア活動が円滑に行えるよう支援を行う。
なお、ボランティアを行う者は、ボランティア活動中の事故等に備えて、県の負担によるボランティア保険に加入する。
付録　参考資料

１　福井県災害ボランティア条例

２　災害救助法など関連法
３　ボランティアセンター用紙
福井県災害ボランティア活動推進条例

災害ボランティア活動は、被災地等における大量かつ多様な被災者の要請に迅速かつ的確に対応するため、重要な役割を果たしている。とりわけ、福井県では、平成九年に発生したロシアタンカー油流出事故における災害ボランティア活動の経験を踏まえ、平常時から、県、県民および関係団体が協働して災害ボランティア活動の推進に関する施策を展開してきたところであり、その結果、平成十六年七月十八日に発生した福井豪雨災害においては、県内を始めとして全国からの多数の災害ボランティアの協力により、迅速な復旧に資するところとなった。
ここに、人と人とのきずなの強さを改めて認識し、県民が誇りをもってこの成果を将来の世代へ継承していくことを決意するとともに、協働の理念に基づいた災害ボランティア活動の重要性を広く全国に発信し、および福井県が災害ボランティア活動の先進県となることを宣言し、この条例を制定する。
（目的）
第１条 この条例は、災害ボランティア活動の推進に関し、基本理念を定め、および県の責務等を明らかにするとともに、災害ボランティア活動の推進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、災害ボランティア活動を総合的かつ計画的に推進し、もってすべての県民が互いに助け合うことにより安心して暮らすことができる社会の実現に寄与することを目的とする。
（定義）
第２条 この条例において「災害ボランティア活動」とは、相当規模の災害が発生した地域またはその周辺の地域（以下これらの地域を「被災地等」という。）において被災者の要請に応じて自発的に被災者を支援する活動および当該活動が迅速かつ円滑に行われるようにするための平常時（災害の発生による日常生活への支障がないときをいう。）の活動をいう。
（基本理念）
第３条 災害ボランティア活動の推進は、県民と関係行政機関との信頼関係に基づく密接な連携および協力を旨として行われなければならない。
２ 災害ボランティア活動の推進に当たっては、災害ボランティア活動を行う者の自主性および自律性が十分に尊重され、ならびに生命および身体の安全について十分に配慮されなければならない。
３ 災害ボランティア活動の推進は、被災地等の状況の変化に的確かつ柔軟に対応することができるようにすることを旨として行われなければならない。
（県の責務）
第４条 県は、前条に定める基本理念にのっとり、災害ボランティア活動の推進に関する施策を策定し、および実施する責務を有する。
２ 県は、県民が県外における災害ボランティア活動を積極的に行うことができるよう、必要な措置を講ずるものとする。
（県民の理解）
第５条 県民は、あらゆる機会を通じて災害ボランティア活動に対する理解を深めるとともに、それぞれの実情に応じて、災害ボランティア活動を行うよう努めるものとする。
（事業者の協力）
第６条 事業者は、その事業に従事する者が災害ボランティア活動を積極的に行うことができるよう、それぞれの事業所の実情に応じて、災害ボランティア活動を行うための休暇制度の導入およびその取得の促進その他勤務体制の整備を行うよう努めるものとする。
（市町村等との連携協力）
第７条 県は、災害ボランティア活動の推進に関する施策の策定および実施に当たっては、市町村と緊密な連絡を保たなければならない。
２ 県は、災害ボランティア活動の推進に関する施策の実施に当たっては、国および他の都道府県ならびに災害ボランティア活動を行う団体との連携協力を図るものとする。
３ 県は、災害ボランティア活動の推進に関する施策の策定および実施に当たっては、福祉、医療、建築、教育その他の分野における専門的な知識経験に基づいて災害ボランティア活動を行うことができる者との連携協力を図るものとする。
（普及啓発）
第８条 県は、県民が災害ボランティア活動についての理解を深め、および災害ボランティア活動を積極的に行う意欲を高めるため、広報活動、教育および研修の機会の充実その他の必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。
（人材の育成）
第９条 県は、災害ボランティア活動が被災者の要請に迅速かつ的確に対応したものとなるよう、災害ボランティア活動に関する専門的知識を有する人材の育成に努めるものとする。
（調査研究）
第１０条 県は、大学、試験研究機関等と連携して、災害ボランティア活動を効果的に実施するために必要な調査、資料および情報の収集、分析ならびに研究に努めるものとする。
（災害ボランティア本部の設置の要請等）
第１１条 知事は、災害が発生した場合において、被災地等における災害ボランティア活動の円滑な実施を図るため必要があると認めるときは、災害ボランティア活動を広域的かつ総合的に支援することができると認める団体に対し、災害ボランティア本部の設置を要請することができる。
２ 知事は、前項の規定による要請に基づいて災害ボランティア本部が設置されたときは、当該災害ボランティア本部の円滑な運営を確保するため、施設および情報通信機器の整備その他の必要な支援を行うものとする。
（情報提供等）
第１２条 知事は、被災地等における災害ボランティア活動の円滑な実施を図るため、報道機関、市町村、災害ボランティア本部、災害ボランティア活動を行う団体等と相互に連携協力して、被災地等の情報の迅速な収集および的確な提供に努めるものとする。
（災害ボランティア活動に対する支援等）
第１３条 知事は、災害が発生した場合において、災害ボランティア活動を行う意欲を有する者が迅速かつ容易に災害ボランティア活動を行うことができるよう、相談、助言その他の必要な措置を講ずるものとする。
２ 知事は、次条第七項の規定により処分された基金の額を財源として、県内における災害ボランティア活動および県外における県民の災害ボランティア活動が迅速かつ円滑に行われるよう、移動手段の確保、ボランティア保険への加入その他の必要な支援を行うものとする。
３ 知事は、前項の支援を行うに当たっては、当該支援の公平性および透明性を確保するために必要な措置を講ずるものとする。
（基金の設置）
第１４条 災害ボランティア活動を推進するため、福井県災害ボランティア活動基金(以下「基金」という。)を設置する。
２ 基金として積み立てる額は、毎会計年度の一般会計の歳出予算の定めるところによる。
３ 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。
４ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。
５ 基金の運用から生ずる収益は、一般会計の歳入歳出予算に計上して、基金に編入するものとする。
６ 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間および利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。
７ 知事は、災害ボランティア活動の推進に必要な措置を講ずるため、基金の全部または一部を処分することができる。
８ 前各項に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。
（委任）
第１５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定める。
附 則
（施行期日）
１ この条例は、平成１７年４月１日から施行する。
（福井県災害ボランティア活動基金条例の廃止）
２ 福井県災害ボランティア活動基金条例（平成９年福井県条例第３５号）は、廃止する。
（福井県災害ボランティア活動基金条例の廃止に伴う経過措置）
３ この条例の施行の際前項の条例に基づく基金に属する現金は、この条例に基づく基金に属する現金とみなす。
災害救助法
平成１３年４月１日 改正
第１章 総 則
〔この法律の目的〕
第１条 この法律は、災害に際して、国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に、応急的に、必要な救助を行い、災害にかかった者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目的とする。
〔救助の対象〕
第２条 この法律による救助（以下「救助」という。）は、都道府県知事が、政令で定める程度の災害が発生した市町村（特別区を含む。）の区域（地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第1項の指定都市にあっては、当該市の区域又は当該市の区の区域とする。）内において当該災害にかかり、現に救助を必要とする者に対して、これを行う。
第３条から第21条まで 削除
第２章 救 助
〔救助に関する都道府県知事の義務〕
第22条 都道府県知事は、救助の万全を期するため、常に、必要な計画の樹立、強力な救助組織の確立並びに労務、施設、設備、物資及び資金の整備に努めなければならない。
〔救助の種類〕
第23条 救助の種類は、次のとおりとする。
１ 収容施設（応急仮設住宅を含む。）の供与
２ 炊出しその他による食品の給与及び飲料水の供給
３ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与
４ 医療及び助産
５ 災害にかかった者の救出
６ 災害にかかった住宅の応急修理
７ 生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与
８ 学用品の給与
９ 埋葬
10 前各号に規定するもののほか、政令で定めるもの
② 救助は、都道府県知事が必要があると認めた場合においては、前項の規定にかかわらず、救助を要する者（埋葬については埋葬を行う者）に対し、金銭を支給してこれをなすことができる。
③ 救助の程度、方法及び期間に関し必要な事項は、政令でこれを定める。
〔物資の保管命令、収用等〕
第23条の２ 指定行政機関の長（災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第３号に規定する指定行政機関の長をいい、当該指定行政機関が内閣府設置法（平成11年法律第89号）第49条第１項若しくは第２項若しくは国家行政組織法（昭和23年法律第120号）第３条第２項の委員会若しくは災害対策基本法第２条第三号ロに掲げる機関又は同号ニに掲げる機関のうち合議制のものである場合にあっては、当該指定行政機関とする。次条において同じ。）及び指定地方行政機関の長（同法第２条第４号に規定する指定地方行政機関の長をいう。次条において同じ。）は、防災業務計画（同法同条第９号に規
定する防災業務計画をいう。）の定めるところにより、救助を行うため特に必要があると認めるときは、救助に必要な物資の生産、集荷、販売、配給、保管若しくは輸送を業とする者に対して、その取り扱う物資の保管を命じ、又は救助に必要な物資を収用することができる。
② 前項の場合においては、公用令書を交付しなければならない。
③ 第１項の処分を行う場合においては、その処分により通常生ずべき損失を補償しなければならない。
〔立入検査等〕
第23条の３前条第１項の規定により物資の保管を命じ、又は物資を収用するため、必要があるときは、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、当該官吏に物資を保管させる場所又は物資の所在する場所に立ち入り検査をさせることができる。
② 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、前条第１項の規定により物資を保管させた者から、必要な報告を取り、又は当該官吏に当該物資を保管させてある場所に立ち入り検査をさせることができる。
③ 前２項の規定により立ち入る場合においては、あらかじめその旨をその場所の管理者に通知しなければならない。
④ 当該官吏が第１項又は第２項の規定により立ち入る場所は、その身分を示す証票を携帯しなければならない。
〔救助業務従事の命令〕
第24条 都道府県知事は、救助を行うため、特に必要があると認めるときは、医療、土木建築工事又は輸送関係者を、第31条の規定に基づく厚生労働大臣の指示を実施するため、必要があると認めるときは、医療又は土木建築工事関係者を、救助に関する業務に従事させることができる。
② 地方運輸局長（海運監理部長を含む。）は、都道府県知事が第31条の規定に基く厚生労働大臣の指示を実施するため、必要があると認めて要求したときは、輸送関係者を救助に関する業務に従事させることができる。
③ 第１項及び第２項に規定する医療、土木建築工事及び輸送関係者の範囲は、政令でこれを定める。
④ 第23条の２第２項の規定は、第１項及び第２項の場合に、これを準用する。
⑤ 第１項又は第２項の規定により救助に従事させる場合においては、その実費を弁償しなければならない。
〔救助業務への協力命令〕
第25条 都道府県知事は、救助を要する者及びその近隣の者を救助に関する業務に協力させることができる。
〔知事の行う施設の管理又は物の使用、保管命令若しくは収用〕
第26条 都道府県知事は、救助を行うため、特に必要があると認めるとき、又は第31条の規定に基く厚生労働大臣の指示を実施するため、必要があると認めるときは、病院、診療所、旅館その他政令で定める施設を管理し、土地、家屋若しくは物資を使用し、物資の生産、集荷、販売、配給、保管若しくは輸送を業とする者に対して、その取り扱う物資の保管を命じ、又は物資を収用することができる。
② 第23条の２第２項及び第３項の規定は、前項の場合に、これを準用する。

〔立入検査〕
第27条 前条第１項の規定により施設を管理し、土地、家屋若しくは物資を使用し、物資の保管を命じ、又は物資を収用するため必要があるときは、都道府県知事は、当該吏員に施設、土地、家屋、物資の所在する場所又は物資を保管させる場所に立ち入り検査をさせることができる。
② 都道府県知事は、前条第１項の規定により物資を保管させた者から、必要な報告を取り、又は当該吏員に当該物資を保管させてある場所に立ち入り検査をさせることができる。
③ 前２項の規定により立ち入る場合においては、予めその旨をその施設、土地、家屋又は場所の管理者に通知しなければならない。
④ 当該吏員が第１項又は第２項の規定より立ち入る場合は、その身分を示す証票を携帯しなければならない。
〔通信設備の優先利用等〕
第28条 厚生労働大臣、都道府県知事、第30条第１項の規定により救助の実施に関する都道府県知事の権限に属する事務の一部を行う市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）又はこれらの者の命を受けた者は、非常災害が発生し、現に応急的な救助を行う必要がある場合には、その業務に関し緊急を要する通信のため、電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第２条第５号に規定する電気通信事業者がその事業の用に供する電気通信設備を優先的に利用し、又は有線電気通信法（昭和28年法律第96号）第３条第４項第３号に掲げる者が設置する有線電気通信設備若しくは無線設備を使用することができる。
〔扶助金の支給〕
第29条 第24条又は第25条の規定により、救助に関する業務に従事し、又は協力する者が、これがため負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合においては、政令の定めるところにより扶助金を支給する。
〔事務処理の特例〕
第30条 都道府県知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、その権限に属する救助の実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととすることができる。
② 前項の規定により市町村長が行う事務を除くほか、市町村長は、都道府県知事が行う救助を補助するものとする。
〔応援命令〕
第31条 厚生労働大臣は、都道府県知事が行う救助につき、他の都道府県知事に対して、応援をなすべきことを指示することができる。
〔日本赤十字社の救助への協力義務〕
第31条の２ 日本赤十字社は、その使命にかんがみ、救助に協力しなければならない。
② 政府は、日本赤十字社に、政府の指揮監督の下に、救助に関し地方公共団体以外の団体又は個人がする協力（第25条の規定による協力を除く。）の連絡調整を行わせることができる。
〔日本赤十字社への委託〕
第32条 都道府県知事は、救助又はその応援の実施に関して必要な事項を日本赤十字社に委託することができる。
〔事務の区分〕
第32条の２ 第２条、第23条第２項、第24条第１項及び第２項、同条第４項において準用する第23条の２第２項、第24条第５項、第25条、第26条第1項、同条第２項において準用する第23条の2第2項及び第3項、第27条第１項から第３項まで、第28条、第29条、第30条第1項並びに第31条の規定により都道府県が処理することとされている事務は、地方自治法第２条第９項第１号に規定する第１号法定受託事務とする。
② 第30条第２項の規定により市町村が処理することとされている事務は、地方自治法第２条第９項第１号に規定する第１号法定受託事務とする。
第３章 費 用
〔費用の支弁区分〕
第33条 第23条の規定による救助に要する費用（救助の事務を行うのに必要な費用を含む。）は、救助の行われた地の都道府県が、これを支弁する。
② 第24条第5項の規定による実費弁償及び第29条の規定による扶助金の支給で、第24条第1項の規定による従事命令又は第25条の規定による協力命令によって救助に関する業務に従事し、又は協力した者に係るものに要する費用は、その従事命令又は協力命令を発した都道府県知事の統轄する都道府県が、第24条第2項の規定による従事命令によって救助に関する業務に従事した者に係るものに要する費用は、同項の規定による要求をなした都道府県知事の統轄する都道府県が、これを支弁する。
③ 第26条第2項の規定により準用する第23条の2第3項の規定による損失補償に要する費用は、管理、使用若しくは収用を行い、又は保管を命じた都道府県知事の統轄する都道府県が、これを支弁する。
〔委託費用の補償〕
第34条 都道府県は、当該都道府県知事が第32条の規定により委託した事項を実施するため、日本赤十字社が支弁した費用に対し、その費用のための寄附金その他の収入を控除した額を補償する。
〔費用の求償〕
第35条 都道府県は、他の都道府県において行われた救助につきなした応援のため支弁した費用について、救助の行われた地の都道府県に対して、求償することができる。
〔国庫の負担〕
第36条 国庫は、都道府県が第33条の規定により支弁した費用及び第34条の規定による補償に要した費用（前条の規定により求償することができるものを除く。）並びに前条の規定による求償に対する支払に要した費用の合計額が政令で定める額以上となる場合において、当該合計額が、地方税法（昭和25年法律第226号）に定める当該都道府県の普通税（法定外普通税を除く。以下同じ。）について同法第１条第１項第５号にいう標準税率（標準税率の定めのない地方税については、同法に定める税率とする。）をもって算定した当該年度の収入見込額（以下この条において「収入見込額」という。）の100分の2以下であるときにあっては当該合計額についてその100分の50を負担するものとし、収入見込額の100分の2をこえるときにあっては左の区分に従って負担するものとする。この場合において、収入見込額の算定方法については、地方交付税法（昭和25年法律第211号）第14条の定めるところによるものとする。

１ 収入見込額の100分の2以下の部分については、その額の100分の50
２ 収入見込額の100分の2をこえ、100分の４以下の部分については、その額の100分の80

３ 収入見込額の100分の4をこえる部分については、その額の100分の90

〔災害救助基金の積立〕
第37条 都道府県は、前条に規定する費用の支弁の財源に充てるため、災害救助基金を積み立てて置かなければならない。
〔災害救助基金の積立額〕
第38条 災害救助基金の各年度における最少額は当該都道府県の当該年度の前年度の前３年間における地方税法に定める普通税の収入額の決算額の平均年額の1,000分の5に相当する額とし、災害救助基金がその最少額に達していない場合は、都道府県は、政令で定める金額を、当該年度において、積み立てなければならない。
② 前項の規定により算定した各年度における災害救助基金の最少額が500万円に満たないときは、当該年度における災害救助基金の最少額は、500万円とする。
〔収入の繰入れ〕
第39条 災害救助基金から生ずる収入は、すべて災害救助基金に繰り入れなければならない。
〔国庫負担金の繰入〕
第40条 第36条の規定による国庫の負担額が、同条に規定する費用を支弁するために災害救助基金以外の財源から支出された額を超過するときは、その超過額は、これを災害救助基金に繰り入れなければならない。
〔災害救助基金〕
第41条 災害救助基金の運用は、左の方法によらなければならない。
１ 財政融資資金への預託又は確実な銀行への預金
２ 国債証券、地方債証券、勧業債券その他確実な債券の応募又は買入
３ 第23条第１項に規定する給与品の事前購入
〔災害救助基金の管理費用〕
第42条 災害救助基金の管理に要する費用は、災害救助基金から、これを支出することができる。
〔基金からの補助〕
第43条 災害救助基金が第38条の規定による最少額以上積み立てられている都道府県は、区域内の市町村（特別区を含む。以下同じ。）が災害救助の資金を貯蓄しているときは、同条の規定による最少額を越える部分の金額の範囲内において、災害救助基金から補助することができる。
〔繰替支弁〕
第44条 都道府県知事は、第30条第１項の規定により救助の実施に関するその権限に属する事務の一部を市町村長が行うこととした場合又は都道府県が救助に要する費用を支弁する暇がない場合においては、救助を必要とする者の現在地の市町村に、救助の実施に要する費用を一時繰替支弁させることができる。
第４章 罰 則
〔罰則〕
第45条 左の各号の１に該当する者は、これを６箇月以下の懲役又は５万円以下の罰金に処する。
１ 第24条第１項又は第２項の規定による従事命令に従わない者
２ 第23条の２第１項又は第26条第１項の規定による保管命令に従わない者
第46条 詐偽その他不正の手段により救助を受け、又は受けさせた者は、これを６箇月以下の懲戒又は５万円以下の罰金に処する。その刑法に正条があるものは、刑法による。
第47条 第23条の３第１項、第２項若しくは第27条第１項、第２項の規定による当該官吏若しくは吏員の立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は第23条の３第２項若しくは第27条第２項の規定による報告をなさず、若しくは虚偽の報告をなした者は、これを３万円以下の罰金に処する。
〔両罰規定〕
第48条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人の業務に関し第45条又は前条の違反行為をなしたときは、行為者を罰するの外、その法人又は人に対し、各本条の罰金刑を科する。
附 則 抄
① この法律は、昭和22年10月20日から、これを施行する。
② 罹災救助基金法は、これを廃止する。
③ この法律施行の際、現に存する旧法による罹災救助基金は、この法律による災害救助基金とする。
附 則（昭和24年５月31日法律第 157号）抄
（施行期日）
１ この法律は、昭和24年６月１日から施行する。
附 則（昭和24年５月31日法律第 168号）抄
この法律は、公布の日から施行する。
附 則（昭和26年３月31日法律第 102号）
この法律は、資金運用部資金法（昭和26年法律第 100号）施行の日 [昭和26年４月１日] から施行する。
附 則（昭和28年８月３日法律第 166号）抄
１ この法律は、公布の日から施行する。但し、第33条及び第36条の改正規定は、昭和28年４月１日から適用する。
附 則（昭和37年５月８日法律第 109号）
１ この法律は、災害対策基本法の施行の日 [昭和37年７月10日] から施行する。ただし、第３条中災害救助法第36条の改正規定は、公布の日から施行し、昭和37年度分の国庫負担金から適用する。
２ この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
附 則（昭和55年11月19日法律第85号）抄
（施行期日）
第１条 この法律は、昭和56年４月１日から施行する。
（経過措置）
第20条 この法律の施行前にしたこの法律による改正に係る国の機関の法律若しくはこれに基づく命令の規定による許可、認可その他の処分又は契約その他の行為(以下この条において「処分等」という。)は、政令で定めるところにより、この法律による改正後のそれぞれの法律若しくはこれに基づく命令の規定により又はこれらの規定に基づく所掌事務の区分に応じ、相当の国の機関のした処分等とみなす。
附 則（昭和59年５月８日法律第25号）抄
（施行期日）
第１条 この法律は、昭和59年７月１日から施行する。
（経過措置）
第23条 この法律の施行前に海運局長、海運監理部長、海運局若しくは海運監理部の支局その他の地方機関の長(以下「支局長等」という。)又は陸運局長が法律若しくはこれに基づく命令の規定によりした許可、認可その他の処分又は契約その他の行為(以下この条において「処分等」という。)は、政令(支局長等がした処分等にあつては、運輸省令)で定めるところにより、この法律による改正後のそれぞれの法律若しくはこれに基づく命令の規定により相当の地方運輸局長、海運監理部長又は地方運輸局若しくは海運監理部の海運支局その他の地方機関の長(以下「海運支局長等」という。)がした処分等とみなす。
第24条 この法律の施行前に海運局長、海運監理部長、支局長等又は陸運局長に対してした申請、届出その他の行為(以下この条において「申請等」という。)は、政令(支局長等に対してした申請等にあつては、運輸省令)で定めるところにより、この法律による改正後のそれぞれの法律若しくはこれに基づく命令の規定により相当の地方運輸局長、海運監理部長又は海運支局長等に対してした申請等とみなす。
第25条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
附 則(昭和59年12月25日法律第87号)抄
（施行期日）
第1条 この法律は、昭和60年４月１日から施行する。
（政令への委任）
第28条 附則第２条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な事項は、政令で定める。
附 則(平成11年７月16日法律第87号)抄
(施行期日)

第１条 この法律は、平成12年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
① 第１条中地方自治法第250条の次に５条、節名並びに２款及び款名を加える改正規定(同法第250条の９第１項に係る部分(両議院の同意を得ることに係る部分に限る)に限る。)第40条中自然公園法附則第９項及び第10項の改正規定(同法附則第10項に係る部分に限る。)、第 244条の規定(農業改良助長法第14条の３の改正規定に係る部分を除く。)並びに第472条の規定(市町村の合併の特例に関する法律第６条、第８条及び第17条の改正規定に係る部分を除く。)並びに附則第７条、第10条、第12条、第59条ただし書、第60条第４項及び第５項、第73条、第77条、第157条第４項から第６項まで、第160条、第163条、第164条並びに第202条の規定公布の日(災害救助法の一部改正に伴う経過措置)第63条 この法律の施行の際現に第 148条の規定による改正前の災害救助法第30条の規定により都道府県知事の職権の一部を委任されて市町村長が行っている救助は、第148 条の規定による改正後の同法第30条第１項の規定により市町村長が行うこととされた救助
とみなす。
第64条 施行日前に第148条の規定による改正前の災害救助法第31条の規定によってなされた命令は、第148条の規定による改正後の同法第31条の規定によってなされた指示とみなす。
(国等の事務)

第159条 この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、この法律の施行前において、地方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令により管理し又は執行する国、他の地方公共団体その他公共団体の事務(附則第 161条において「国等の事務」という。)は、この法律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに基づく政令により当該地方公共団体の事務として処理するものとする。
(処分、申請等に関する経過措置)

第160条 この法律(附則第１条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及び附則第 163条において同じ。)の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定によりされた許可等の処分その他の行為(以下この条において「処分等の行為」という。)又はこの法律の施行の際現に改正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の申請その他の行為(以下この条において「申請等の行為」という。)で、この法律の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなるものは、附則第２条から前条までの規定又は改正後のそれぞれの法律(これに基づく命令を含む。)の経過措置に関する規定に定めるものを除き、この法律の施行の日以後における改正後のそれ
ぞれの法律の適用については、改正後のそれぞれの法律の相当規定によりされた処分等の行為又は申請等の行為とみなす。
２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体の機関に対し報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の日前にその手続がされていないものについては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほか、これを、改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は地方公共団体の相当の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項についてその手続がされていないものとみなして、この法律による改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。
(不服申立てに関する経過措置)

第161条 施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした行政庁(以下この条において「処分庁」という。)に施行日前に行政不服審査法に規定する上級行政庁(以下この条において「上級行政庁」という。)があったものについての同法による不服申立てについては、施行日以後においても、当該処分庁に引き続き上級行政庁があ
るものとみなして、行政不服審査法の規定を適用する。この場合において、当該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前に当該処分庁の上級行政庁であった行政庁とする。
２ 前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関であるときは、当該機関が行政不服審査法の規定により処理することとされる事務は、新地方自治法第２条第９項第１号に規定する第１号法定受託事務とする。
(手数料に関する経過措置)

第162条 施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法律(これに基づく命令を含む。)の規定により納付すべきであった手数料については、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほか、なお従前の例による。
(罰則に関する経過措置)

第163条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
(その他の経過措置の政令への委任)

第164条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置(罰則に関する経過措置を含む。)は、政令で定める。
 (検討)

第250条 新地方自治法第２条第９項第１号に規定する第１号法定受託事務については、できる限り新たに設けることのないようにするとともに、新地方自治法別表第１に掲げるもの及び新地方自治法に基づく政令に示すものについては、地方分権を推進する観点から検討を加え、適宜、適切な見直しを行うものとする。
第251条 政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行できるよう、国と地方公共団体との役割分担に応じた地方税財源の充実確保の方途について、経済情勢の推移等を勘案しつつ検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
○中央省庁等改革関係法施行法(平成11法律 160)抄
(処分、申請等に関する経過措置)

第1301条 中央省庁等改革関係法及びこの法律(以下「改革関係法等」と総称する。)の施行前に法令の規定により従前の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の相当規定に基づいて、相当の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為とみなす。
２ 改革関係法等の施行の際現に法令の規定により従前の国の機関に対してされている申請、届出その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の相当規定に基づいて、相当の国の機関に対してされた申請、届出その他の行為とみなす。
３ 改革関係法等の施行前に法令の規定により従前の国の機関に対し報告、届出、提出その他の手続をしなければならないとされている事項で、改革関係法等の施行の日前にその手続がされていないものについては、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、これを、改革関係法等の施行後の法令の相当規定により相当の国の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならないとされた事項についてその手続がされていないものとみなして、改革関係法等の施行後の法令の規定を適用する。
(従前の例による処分等に関する経過措置)

第1302条 なお従前の例によることとする法令の規定により、従前の国の機関がすべき免許、許可、認可、承認、指定その他の処分若しくは通知その他の行為又は従前の国の機関に対してすべき申請、届出その他の行為については、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の規定に基づくその任務及び所掌事務の区分に応じ、それぞれ、相当の国の機関がすべきものとし、又は相当の国の機関に対してすべきものとする。
(罰則に関する経過措置)

第1303条 改革関係法等の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
(政令への委任)

第1344条 第71条から第76条まで及び第1301条から前条まで並びに中央省庁等改革関係法に定めるもののほか、改革関係法等の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。)は、政令で定める。
附 則 (平成11年12月22日法律第 160号)抄
(施行期日)

第１条 この法律(第２条及び第３条を除く。)は、平成13年１月６日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
１ 第 995条(核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する
法律附則の改正規定に係る部分に限る。)、第1305条、第1306条、第1324条第２項、第1326条第２項及び第1344条の規定公布の日
附 則 (平成12年５月31日法律第99号)抄
(施行期日)

第１条 この法律は、平成13年４月１日から施行する。
資料３　用紙関係
ボランティア受付用紙

ボランティア依頼受付用紙

活動指示書（兼報告書）
活動紹介票
オリエンテーション
ボラ受付票

（個人・団体兼用）　　　　太線内を記入してください。
	受付の状況
	初めて　・　　　　回目(前回の活動した日　　　　　　　　　)

	氏　　　名
	
	男　・　女
	歳

	住　　　所
	〒　　　―

	Ｔ Ｅ Ｌ 等
	(自宅)                             (携帯)

	Ｅ ｍａｉｌ
	

	ボランティア

保　険
	加入済　・　未加入（ 他の保険加入済 ・ 本日加入 ）

	活 動 期 間
	　本日のみ　・　　　月　　日から　　月　　日まで（　　　日間可能）

	ボランティア

経　験
	初めて　・　経験あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	備　考

（資格・特技等）
	

	保険確認
	
	活動種類
	一般　・　ＳＴＡＦＦ　・　専門（　　　　　　）

	その他

特記事項
	

	複数日活動

の場合

（受付日を記入）
	



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ボラ依頼票

	受付方法
	窓口 ・ 電話 ・ FAX ・ 郵便 ・ E-mail ・ その他

	依頼者氏名
	
	男 ・ 女
	当事者　・　代理人

	住　　　所
	〒　　　―

	Ｔ Ｅ Ｌ 等
	(自宅)                             (携帯)

	①依頼内容
	

	②依頼人数
	男性　　　人　・　女性　　　人　合計　　　　人

	③活動場所
	上記住所　　・　　別の場所 （下欄に記入にしてください）

	
	住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様宅

Ｔ Ｅ Ｌ（　　　　　　　）　　　　　－

	④活動日時
	　　　月　　　日（　　　曜日）　　AM　・　PM　　　時

	
	連日依頼　　月　　日（　　曜日）～　 　月　 日（　　曜日）

	活動内容　及び　注意事項



活動指示書

	①依頼内容
	

	
	内容および注意事項



	②依頼人数
	男性　　　　人　・　女性　　　人　合計　　　　人

	③活動場所
	住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様宅

	活動報告
	活動した内容　

指示通り　・　指示以外あり　・　全く違った　・　無かった

	
	違った内容を記入してください

	その他、問題点や意見などを記入してください

	活動者氏名
	グループ全員の氏名を記入



活 動 紹 介 表
活動内容


人　　数　　　　男　　　　　人　

　　女　　　　　人　　計　　　　　　　人

場　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様宅

時　　間　　集合　　　：　　　　～

（活動希望者は、下に名前カードを貼付する）

活動オリエンテーション

ボランティアセンター


★★★★活動上の注意★★★★

大規模災害では現地の復旧状況が刻々と変わるため、なかなか正確な状況を把握することが難しいことをご理解下さい。
1 活動では、依頼者（被災者）の気持ちを尊重して下さい。

2 危険な場合や自分の手に負えない場合は、断って下さい。
又は、センターに連絡（相談）してください
3 営利行為や特定の政治的・宗教的活動へのお手伝いは、断って下さい。

★★★★活動終了後★★★★

1 活動を終えたら、必ずセンターに戻って下さい。

2 戻ったら、そのことを伝えて下さい。

3 グループごとに「活動報告書」を記載して、担当者に渡して下さい。

4 帰宅－自宅に帰るまでがボランティア活動です。責任ある行動を。

★問題やわからない事があったら★

　

　　　　　　　　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ　TEL　　　　　　　　　　　　　まで　

独断での判断はしないでください！必ず連絡してください。


メ　モ（活動先や内容などを記入して下さい）





























































７－２．諸制度とボランティアの関わり





７－１．災害時の行政などの役割





６－２．研修カリキュラム　例





３－１．現地Ｖセンターの設置と運営











４－１．災害時要援護者とは

















月


　　日





活動が終了したら太線内を記入し、受付けへお渡して下さい。





担当者名





出発時間





　　時　　　分





月


　　日





ＮＯ





（報告書）





活動紹介表へ太線内を転記して下さい





月


　　日





受付者氏名





受付時間





　　時　　　分





単日 ・ 連日





連日活動以外は全て受付して下さい





月


　　日





受付者氏名





受付時間





　　時　　　分





単 ・ 連





被災地までの距離、駐車場、電気、水道、排水などの環境を考慮して、最も効果的な場所を選定する。市役所（役場）などは、災害復旧などの関係から混乱しており、不適切な場合が多い





設置場所選定





設置の判断


主要団体で協議





行政・社協・ＮＰＯ・ＪＣなど、出来る限り多様な団体に対して呼びかけることが重要。しかし、担当者などが被災していることも考えられ、活動可能な少人数で協議することになる場合もある。





被害情報収集





被害エリア、規模を把握し、被災者などの状況も出来る限り把握する。但し、発災直後でもあり、正確な情報は望めない場合が多い。





災害発生





電話受付





総務班





マッチング班





活動管理班





救護・休憩ゾーン





指示書作成


地図作成





コピー機


ＦＡＸ


ＰＣ





ニーズ受付け　　　ボランティア受付





誘導員





受付用紙記入台





誘導員





オリエンテーション班





被災状況掲示板・活動情報





出入り口





出入り口





誘導員





センターレイアウトの例





センター施設





物資


ｴﾘｱ





被災地へのアクセスがしやすく、大型バスが出入り出来る道路





設置位置の例





開設場所や活動内容などを被災者、マスコミに知らせる。被災者へは、ポスターやチラシなどで確実に通知する。





コピー機やＦＡＸ、ＰＣ、机、イスなどセンター運営に必要な機材などは、行政などと相談し速やかに確保する。また、消耗品などの確保のために必要となる、資金も準備しなければなりません。関係機関と相談のうえ対応するようにしてください。但し、基金などにより必要となった経費は清算されますから、当面の立替となります。





開　　設





センター設営


機材等の確保と当面資金の確保

















５－１．協働の考え方





４－２．要援護者への対応について





活動指示書


被災者からの依頼を書き写し、指示書を作成します。


場所や活動内容など、必要事項を確実に記入します。





依頼受付用紙


被災者からの依頼を受け付ける用紙です。


場所や活動内容などを確実に受け付けます。








地図


目的地まで、住宅地図のコピーに印をして渡します。





受付時間


　時　　　分





受付者氏名





活動紹介表へ太線内を転記して下さい





活　動 紹 介 表


活動内容





人　　数　　男　　　　　人　


　女　　　　　人　　計　　　　　　　人


場　　所


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様宅


時　　間　　集合　　　：　　　　～


（活動希望者は、下に名前カードを貼付する）








活動紹介票


自分で活動選択してもらいます。指示書をもとに、被災者からの依頼（場所や活動内容など）を記入。





活動報告書


派遣されたボランティアが活動終了後に、実際の活動内容や気付いた点、感想などを記入。





物資貸出書


ボランティアに、活動に必要な物資を貸し出す場合に必要となる書類です。





オリエン


テーション用紙


ボランティア活動するうえでの注意点などを説明するための用紙です。





物資管理表


物資を「活動用資材」「食料類」「被災者用物資」などに分類して、在庫管理を行ないます。


出来れば毎日数量確認をします。





救援物資受付用紙


各地から寄せられる、救援物資を「活動用資材」「食料類」「被災者用物資」などに分類して受け付ける用紙です。








ボランティア


保険受付用紙


保険未加入者用の受付用紙です。


氏名や連絡先などを確実に記入してもらいます。





ボランティア


受付用紙


ボランティアの氏名や連絡先、活動期間などを確実に受け付けます。





他機関への依頼書





センターから行政などの他機関に対し、依頼する場合に必要となる書類です。





購入依頼書





センター運営上、必要となる物資などを購入する場合に、必要となる書類です。





スタッフ登録書





センター運営に携わるボランティアの受付け用紙です。





活動記録書


センターの運営の記録書。受付数、ミーティング記録など、主だった事項を記入していきます。








●２日スケジュール





コーディネーター








●１日スケジュール





●半日スケジュール





� INCLUDEPICTURE "http://www.mitene.or.jp/~kotobuki/oily1.jpg" \* MERGEFORMATINET ���


油流出災害の時のボランティアセンター





� INCLUDEPICTURE "http://www.mitene.or.jp/~kotobuki/oil3a.jpg" \* MERGEFORMATINET ���


ロシアタンカー油流出事故災害のボランティア





�





�





�





連日活動以外は全て受付して下さい





活動紹介表へ太線内を転記して下さい





受付者氏名





受付時間


　時　　　分





他機関への依頼書





センターから行政などの他機関に対し、依頼する場合に必要となる書類です。





物資貸出書


ボランティアに、活動に必要な物資を貸し出す場合に必要となる書類です。





物資管理表


物資を「活動用資材」「食料類」「被災者用物資」などに分類して、在庫管理を行ないます。


出来れば毎日数量確認をします。





救援物資受付用紙


各地から寄せられる、救援物資を「活動用資材」「食料類」「被災者用物資」などに分類して受け付ける用紙です。












































６－１．コーディネーター養成（人材育成）





�





�








ボランティア代表





西川福井県知事





�





僕は、おじいさんの近所に住んでいるから災害が起きたら避難のお手伝いをします








�





避難所までは


支援が必要です支援をお願いします








�





家を出るところまでは自分だけで出来るようにしよう








�





活動状況や課題点などを共有協働による対応





地域防災組織・ボランティア・専門機関などによる多様な支援





行政や公的機関などによるマスケア的支援





被災者全般に共通する支援策





私的支援要求・特定者への支援策





被災者の支援活動





協働ゾーン





行政





市民団体ＮＰＯ





５－３．平常時の協働





５－２．災害時の協働








